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サウジアラビア王国の CO２削減ポテンシャル1 
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要約 

これまでのサウジアラビア王国（以下、サウジアラビア）は、国際的な地球温暖化会議など

で原油輸出減少を心配してか、CO2削減による温暖化対策には後ろ向きであった。しかし、2006、

07 年ごろからその態度も少しずつ変わり、2007 年に開催された OPEC 首脳国会議では、温室効

果ガスの研究のため総額 3.0 億ドルを拠出することを発表した。これより先に 2006 年 5 月に

ドイツ・ボンで開催された気候変動枠組条約第 24 回補助機関会合の CCS （Carbon dioxide 

Capture and Storage :二酸化炭素の回収・貯留）に関するワークショップで、サウジアラビア

は CCS による CO2の地中貯蔵を CDM の対象にするように主張している。 

一方、現在サウジアラビアは「電力省エネルギー政策」の導入を検討しており、電力の省エ

ネは石油ガス火力発電に頼るサウジアラビアでは、CO2の削減につながるものである。同時にサ

ウジアラビアは火力発電所から出る CO2の回収にも積極的に発言し、CCS の CDM 化を前提に導入

に前向きになっている。サウジアラビアに省エネルギー制度が導入されれば、サウジアラビア

では、GDP あたりの CO2発生量を現状以下に抑えることができ、2030 年の GDP あたりの CO2排出

量は、2005 年のオーストラリアと同程度となる見通しである。 

サウジアラビアは、国際交渉の場では国際的な温暖化対策が石油輸出国に悪影響を及ぼすの

ではないかと懸念を示しているが、国内では省エネルギー政策・地球温暖化対策を検討してい

る。これらのサウジアラビアの考えは、近隣の産油国にも影響しており、今後温暖化対策や省

エネルギー対策については GCC 諸国がサウジアラビアと同じ歩みをする可能性もあり、サウ

ジアラビアに限らず GCC 諸国に対する日本の温暖化対策や省エネルギー対策の国際協力の重

要性が高まりつつある。 
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1本報告書は、2007 年 3 月から 2009 年 2 月にかけて、独立行政法人国際協力機構の開発調査案件として、東京

電力株式会社と当研究所共同で調査したものである 


